
技術協力活用型・新興国市場開拓事業 
平成30年度予算額  45.6億円（41.7億円） 

(1)～(4) 貿易経済協力局 技術・人材協力課 
03-3501-1937

(5) 通商政策局 アジア大洋州課
03-3501-1953

（6）貿易経済協力局 貿易振興課
03-3501-6759

事業の内容 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

国 

事業イメージ 

事業目的・概要 
我が国企業が新興国でビジネスを進めるに際して、現地における
外国人材の確保や事業環境の整備等が課題となっています。

本事業による人材育成を含めた技術協力を通じて、日本の優
れた技術、知識を新興国に移転することにより、新興国の経済
発展と我が国企業による新興国市場の獲得の同時達成を図り
ます。

成果目標 
平成28年度から平成32年度までの5年間の事業であり、新興
国での制度・事業環境整備に取り組む案件のうち、事業終了
年度までの達成比率70%を目指す 等。

民間企業等 

委託 

・経済連携協定に基づく約束を着実に履行するため、看護師・介護福祉士
の円滑な受入れに向けた日本語研修を行います。

(1) 制度・事業環境整備事業

(2) 研修・専門家派遣事業

(3) 国際化促進インターンシップ事業

(4) 社会課題解決型共同開発／親日人材コミュニティ事業

(5) 看護師・介護福祉士候補者日本語研修事業
補助 【原則 2/3:中小企業 1/3:大企業 】 

補助 【定額】 補助 【2/3】 

事業 (4) 

民間企業等 

民間企業等 民間企業等 

事業 (2) 

事業 (1),(3),(5),(6) 

・新興国の社会課題を解決するために、日本企業が、現地の企業・大学・
NGO等と共同で行う製品開発に要する費用を補助します。
・高度外国人材の呼び込みに向けて、SNS等を通じた日本ファンの外国人材
を増やす取組や日本企業への就職を図るためのジョブフェアを開催します。 

・日本で働くスキルを有する外国人材の育成と日本企業における体制強化の
ため、外国人学生・留学生等のインターンシップを日本企業で実施します。

・新興国における日系企業の拠点を担う外国人材を育成するために企業が
行う、日本での受入研修、現地への専門家派遣等の取組を支援します。

・新興国市場において、日本の製品・サービスの優位性が発揮されやすくする
ため、現地政府・業界団体等に対する人材育成を通じて、新興国の制度
や事業環境の整備を推進します。

(6) インフラ海外展開支援事業

・相手国のキーパーソン等の招聘や現地への専門家派遣により、質の高いイ
ンフラ整備に資する日本の優れた技術などへの理解度向上を支援します。
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